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  証券コード　7537

  平成24年６月11日

株 主 各 位  

 東京都中央区日本橋大伝馬町８番１号

 丸 文 株 式 会 社
 代表取締役社長 稲 村 明 彦

第65回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第65回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月27日（水曜日）

午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋大伝馬町８番１号

　当社４階　会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第65期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第65期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）
計算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役２名選任の件
　第３号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に
修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.marubun.co.jp/）に掲載させていただきます。
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 （提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響から緩や

かな回復が見られたものの、タイで発生した洪水によるサプライチェーン

の混乱、歴史的な円高や原油高、欧州の財政不安に端を発した世界的な景

気の停滞など、厳しい状況が続きました。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、スマート

フォンやタブレットPCの需要が世界的に拡大し、震災の復興需要で産業機

器の受注が増加しました。その一方で、市場の低迷により薄型テレビの出

荷が大幅に減少、タイの洪水では自動車やPC、デジタルカメラなどの生産

が減少しました。また、半導体・電子部品市場ではDRAMや液晶パネルの価

格下落が一段と進み、半導体製造装置の受注も低調に推移しました。

　このような状況のもと、当連結会計年度における当社グループの売上高

は前期比15.3％増の242,708百万円となりました。営業利益は前期比3.2％

増の2,842百万円、経常利益は前期比7.2％増の2,375百万円となりました。

　また、当期純利益は、投資有価証券売却益78百万円を計上したことなど

により、前期比76.3％増の1,017百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

イ．デバイス事業 

　デバイス事業は、テレビ向け液晶パネルや携帯電話モジュール向け半導

体の需要が減少し、また震災や洪水の影響で車載やデジタルカメラ向け半

導体の売上も減少しました。その一方で平成23年７月に事業譲受けにより

取得したサムスン電子製品の販売事業が売上に寄与し、またPCやスマート

フォン向けの半導体や電子部品も増加しました。その結果、売上高は前期

比17.6％増の209,000百万円となりましたが、セグメント利益は売上総利益

率の低下、販売費及び一般管理費の増加により、前期比19.6％減の1,548百

万円となりました。
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ロ．システム事業 

　システム事業は、航空宇宙機器の人工衛星用部品が減少したものの、試

験計測機器が震災や洪水からの復興需要により売上が増加し、医用機器も

需要が回復しました。その結果、売上高は前期比2.9％増の33,707百万円、

セグメント利益は売上総利益率の改善により前期比53.7％増の1,302百万円

となりました。

 

事 業 区 別 売 上 高 構 成 比 前 期 比 増 減

 百万円 ％ ％
デ バ イ ス 事 業 209,000 86.1 17.6

シ ス テ ム 事 業 33,707 13.9 2.9

合 計 242,708 100.0 15.3

（注）構成比および前期比増減は、小数点第2位以下を四捨五入して表示しております。

　

②　設備投資の状況

　該当事項はありません。

　

③　資金調達の状況

　当社および連結子会社は、協調融資によるシンジケートローン契約を締

結しており、この契約には次の財務制限条項が付されています。

・連結貸借対照表の純資産の部から繰延ヘッジ損益および少数株主持分を

除いた金額を平成23年３月末の金額の75％の金額以上に維持すること。

 

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　当社子会社の丸文セミコン株式会社は、平成23年７月1日付で株式会社ユ

ニーデバイスより、同社のサムスン電子製品の販売に関する事業を譲り受

けました。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の

承継の状況

　該当事項はありません。
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⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

状況

　当社子会社の丸文セミコン株式会社は、平成23年８月30日付でFTS株式会

社の株式を追加取得し出資比率が29.25％となりました。これにより同社は

当社の持分法適用の関連会社となっております。

　

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第62期

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

第63期
自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

第64期
自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

第65期(当期)
自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売 上 高(百万円) 199,943 207,948 210,455 242,708

経 常 利 益(百万円) 49 1,035 2,217 2,375

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,399 452 577 1,017

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失  (△)

(円) △53.56 17.32 22.09 38.94

総 資 産(百万円) 105,583 110,665 106,554 121,045

純 資 産(百万円) 34,686 35,819 35,613 36,295

自 己 資 本 比 率 (％) 30.3 29.7 30.7 27.5

 

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。
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②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

丸 文 通 商 株 式 会 社 100百万円 100.0％
医用機器、分析・計測機器等
電子機器および電子部品の販売

丸文情報通信株式会社 50百万円 100.0 情報システムの開発・運用

丸文セミコン株式会社 1,300百万円 100.0 電子部品等の販売

丸文ウエスト株式会社 30百万円 100.0
分析・計測機器等
各種機器の販売

株 式 会 社 フ ォ ー サ イ ト テ ク ノ 77百万円 51.0 電子応用機器の保守・技術サービス

M a r u b u n  U S A  C o r p o r a t i o n US$　1,500千 100.0
電子部品等の販売会社
(Marubun/Arrow USA, LLC.)を保有
する持株会社

Marubun Ta i w a n ,  I n c . NT$ 60,000千 100.0 電子部品、電子機器等の販売

Marubun Semicon(Shanghai)
Co.,Ltd.
(注)３

US$　　285千 100.0 電子部品等の販売

Marubun Semicon(H.K.) Ltd.
(注)３

HK$　3,000千 100.0 電子部品等の販売

Marubun/Arrow Asia, Ltd.
(注)４

US$　7,201千 50.0

電子部品等の販売会社
(Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.およ
びMarubun/Arrow (HK) Ltd.)を保有
する持株会社

Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.
(注)５

US$　3,639千 50.0 電子部品等の販売

Marubun/Arrow (HK) Ltd.
(注)５

US$　4,490千 50.0 電子部品等の販売

Marubun Arrow(Thailand) Co., Ltd.
(注)６

THB 38,000千 50.0 電子部品等の販売

Marubun/Arrow (Phils) Inc.
(注)６

US$　2,001千 50.0 電子部品等の販売

Marubun/Arrow (Shanghai) Co., Ltd.
(注)６

US$　　280千 50.0 電子部品等の販売

Mar u b u n  A r r o w  ( M ) S D N  B H D .
(注)６

MYR　  518千 50.0 電子部品等の販売 

（注）１.議決権比率は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
２.議決権比率は、間接保有を含めた数値であります。
３.丸文セミコン株式会社の100％子会社であります。
４.持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配している状況から子会社としたもの

であります。
５.Marubun/Arrow Asia, Ltd.の100％子会社であります。
６.Marubun/Arrow Asia, Ltd.の間接所有100％子会社であります。
７.連結子会社は上記の子会社16社であり、持分法適用の関連会社は､Marubun/Arrow USA,

LLC.、株式会社北信理化、株式会社池田医療電機およびFTS株式会社の４社であります。
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(4) 対処すべき課題

当社グループの属するエレクトロニクス業界は、新興国市場での需要拡大

や、震災や洪水で影響を受けた車載向けビジネスの需要回復などにより今後

も成長が見込まれますが、最終製品の価格競争に拍車がかかり、海外生産移

管やEMS・ODM企業への生産委託の拡大、あるいは事業再編の加速など、構造

的な変化が顕著に現れてきております。

このような環境のもと当社グループは、国内外一体となった販売活動を展

開しワールドワイドでのシェアの拡大を図るとともに、商材の競争力を活か

したシステム提案力の強化、環境や医療、情報セキュリティなど成長市場に

向けた新規商材の開発に取り組んでまいります。

また在庫管理体制の強化や資本効率を意識した管理指標を導入し、キャッ

シュフローを重視した経営を進め、併せて成長の源泉となる人材の育成と人

員配置の最適化、さらには品質管理体制や内部統制システムの整備を進め、

企業品質の向上に取り組んでまいります。

　

(5) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

　当社グループは、集積回路を中心とした半導体や電子応用機器等の国内外

のエレクトロニクス商品の仕入販売を主な事業とした商社であります。

  事業別の主要取扱商品は次のとおりです。

 事 業 区 分  主 要 取 扱 商 品  

デバイス事業
半導体（アナログIC、標準ロジックIC、メモリーIC、マ
イクロプロセッサ、特定用途IC、カスタムIC）、一般部
品（電子・電気部品、ネットワーク＆コンピュータ）

システム事業
航空宇宙機器、試験計測機器、科学機器、レーザ機器、
医用機器



2012/05/28 10:50:57 ／ 11811789_丸文株式会社_招集通知

主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

－ 7 －

(6) 主要な事業所（平成24年３月31日現在）

①　当社

名 称 所  在  地

本 社 東京都中央区

中 部 支 社 愛知県名古屋市中村区

関 西 支 社 大阪府大阪市淀川区

大 宮 支 店 埼玉県さいたま市大宮区

立 川 支 店 東京都立川市

北 陸 営 業 所 石川県白山市

松 本 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 長野県松本市　

浜 松 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 静岡県浜松市　

広 島 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 広島県東広島市　

九 州 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 福岡県福岡市博多区　

宇都宮カーエレクトロニクスオフィス 栃木県宇都宮市

姫路カーエレクトロニクスオフィス 兵庫県姫路市

新 砂 事 業 所 東京都江東区　

南 砂 テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 東京都江東区

東 日 本 物 流 セ ン タ ー 東京都江東区

南 砂 物 流 セ ン タ ー 東京都江東区

（注）平成24年４月１日をもって三島サテライトオフィス、平成24年５月１日をもって南九州サ
テライトオフィスを新設しました。　
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②　子会社

名  称 所  在  地

丸 文 通 商 株 式 会 社 石川県金沢市

丸 文 情 報 通 信 株 式 会 社 東京都中央区

丸 文 セ ミ コ ン 株 式 会 社 東京都港区

丸 文 ウ エ ス ト 株 式 会 社 兵庫県神戸市中央区

株 式 会 社 フ ォ ー サ イ ト テ ク ノ 東京都江東区

M a r u b u n  U S A  C o r p o r a t i o n San Mateo, California, U.S.A.

M a r u b u n  T a i w a n ,  I n c . Taipei, Taiwan R.O.C.

Marubun Semicon (Shanghai) Co., Ltd. Shanghai, China

M a r u b u n  S e m i c o n ( H . K . ) L t d . Kowloon, Hong Kong, China　

M a r u b u n / A r r o w  A s i a ,  L t d . British Virgin Islands

M a r u b u n / A r r o w  ( S )  P t e  L t d . Anson Road, Singapore

M a r u b u n / A r r o w  ( H K )  L t d . Kowloon, Hong Kong, China 

Marubun Arrow (Thailand) Co., Ltd. Bangkok, Thailand 

M a r u b u n / A r r o w  ( P h i l s )  I n c . Laguna, Philippines 

Marubun/Arrow (Shanghai) Co., Ltd. Shanghai, China 

M a r u b u n  A r r o w  ( M )  S D N  B H D . Penang, Malaysia 

　

(7) 使用人の状況（平成24年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事業の種類別セグメントの名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

デバイス事業 705名 53名増

システム事業  371名 　 ５名減

全社（共通）  269名 ５名減

合　計 1,345名 43名増

(注)１. 全社（共通）として記載されている使用人は、特定のセグメントに区分できない管理部

門に所属しているものであります。

２. 使用人数にはパートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

734名 ４名減 39.0歳 13.6年

（注）１．使用人数には、当社から関係会社等社外への出向者（33名）を除き、当社への出向者

（21名）を含んでおります。

２．使用人数にはパートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。

３．平均年齢および平均勤続年数は、小数点第２位を四捨五入して表示しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 23,000百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 5,907百万円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 3,474百万円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 1,350百万円

（注）シンジケートローンは、株式会社三菱東京UFJ銀行他７行からの協調融資によるものであり

ます。

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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 ２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成24年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 100,000,000株　

②　発行済株式の総数 28,051,200株（うち、自己株式1,914,847株）

③　株主数 5,067名 

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

堀 越 毅 一 2,469千株 9.45％

ア ロ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス イ ン ク 5 9 0 0 0 0
(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行決済営業部)

2,350千株 8.99％

一 般 財 団 法 人 丸 文 財 団 2,304千株 8.82％

堀 越 裕 史 1,566千株 5.99％

株 式 会 社 千 葉 パ ブ リ ッ ク ゴ ル フ コ ー ス 1,399千株 5.35％

丸 文 社 員 持 株 会 687千株 2.63％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 630千株 2.41％

堀 越 浩 司 614千株 2.35％

堀 越 百 子 602千株 2.30％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 479千株 1.83％

（注）１．当社は、自己株式を1,914,847株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２．持株比率は自己株式を控除し、小数点第３位を四捨五入して計算しております。

　

⑤　その他株式に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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 (2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成24年３月31日現在）

該当事項はありません。

 

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

 

③　その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。　
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成24年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏  名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 稲 村 明 彦
 監査室、法務･コンプライアンス室および
 内部統制担当

代 表 取 締 役 副 社 長 水 野 象 司 業務改革推進室および関係会社営業担当

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役

岩 元 一 明
安全保障輸出管理および関係会社管理担当
兼　管理本部長

常 務 取 締 役 藤 野 　 聡
営業統轄本部長
兼　Marubun/Arrow Asia,Ltd.CEO

取 締 役 小野澤　　　隆 営業統轄本部デバイスマーケティング本部長

取 締 役 加　藤　正日出 営業統轄本部システム営業本部長

取 締 役 越 野 智 明 営業統轄本部デバイス営業第１本部長

取 締 役 清 水 裕 司 営業統轄本部営業推進本部長

取 締 役 細 川 尚 男
関西支社長
兼　Marubun Taiwan Inc.董事長　

取 締 役 堀 越 裕 史 管理本部副本部長

取 締 役 望 月 稔 之 監査室長

取 締 役 堀 越 毅 一 　

取 締 役 相 原 修 二 丸文セミコン株式会社代表取締役社長

取 締 役 髙 島 　 哲 丸文情報通信株式会社代表取締役社長

常 勤 監 査 役 岩 谷 雅 夫   

常 勤 監 査 役 丸 川 　 章  

監 査 役 島 津 久 友
島津山林株式会社代表取締役社長、株式会
社島津茶園取締役および丸十興産株式会社
取締役 

監 査 役 濱 口 道 雄 ヤマサ醤油株式会社代表取締役社長

監 査 役 渡 邊 泰 彦 　

 (注) １．監査役 島津久友、濱口道雄および渡邊泰彦の各氏は会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。

２．当社は、濱口道雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。　

３．当事業年度中の取締役および監査役の異動

・平成23年６月29日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって、取締役 佐藤敬司、曽

田辰美の両氏は任期満了により退任いたしました。

　・取締役 堀越毅一氏は、平成24年３月31日をもって辞任により退任いたしました。
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　・当事業年度中における取締役の地位の異動は次のとおりであります。

氏　　　名 異 　動 　前 異 　動 　後 異 動 年 月 日

水 野 象 司

常 務 取 締 役
代 表 取 締 役

専 務 取 締 役
平成23年６月29日

代 表 取 締 役

専 務 取 締 役
代表取締役副社長 平成24年１月１日

岩 元 一 明 専 務 取 締 役
代 表 取 締 役

専 務 取 締 役
平成23年６月29日

藤 野 　 聡 取 締 役 常 務 取 締 役 平成24年１月１日

４．上記の表に記載のほか、当事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりで

あります。

・取締役 水野象司氏は、丸文セミコン株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役 岩元一明氏は、丸文通商株式会社、丸文情報通信株式会社、丸文セミコン株式

会社、丸文ウエスト株式会社、株式会社フォーサイトテクノおよびMarubun Taiwan,Inc.

の取締役を兼務しております。

・取締役 加藤正日出氏は、丸文ウエスト株式会社および株式会社フォーサイトテクノの

取締役を兼務しております。

・取締役 堀越毅一氏は、丸文ウエスト株式会社の取締役を兼務しております。　

・監査役 岩谷雅夫氏は、丸文セミコン株式会社、丸文ウエスト株式会社およびMarubun

Taiwan,Inc.の監査役を兼務しております。

・監査役 丸川　章氏は、株式会社フォーサイトテクノの監査役を兼務しております。　

・監査役 島津久友氏は、株式会社トーアの社外取締役ならびにエースランド株式会社お

よび株式会社ハンズマンの社外監査役を兼務しております。

・監査役 渡邊泰彦氏は、大日本塗料株式会社および株式会社小松ストアーの社外取締役

を兼務しております。　

５．監査役 岩谷雅夫氏は、長年当社経理部長を経験しており、財務および会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。  
　
②　取締役および監査役の報酬等の総額

区  分 員 数 報酬等の総額

取 締 役 16名 231百万円

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

5名
(3名)

42百万円
(15百万円)

合 計 21名 273百万円

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記には、平成23年６月29日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役２名を含んでおります。
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３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第59回定時株主総会において年額600

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第59回定時株主総会において年額60

百万円以内と決議いただいております。

５．報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金として費用処理した29百万

円（取締役16名に対し27百万円、監査役５名に対し１百万円（うち社外監査役３名に

対し０百万円）が含まれております。

６．上記のほか、平成23年６月29日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、同総会終結

の時をもって退任した取締役２名に対し96百万円の退職慰労金を支給しております。

（金額には、上記および過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退

職慰労引当金の繰入額が含まれております。）

　

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・監査役 島津久友氏は、島津山林株式会社の代表取締役社長、株式会社

島津茶園および丸十興産株式会社の取締役、株式会社トーアの社外取

締役ならびにエースランド株式会社および株式会社ハンズマンの社外

監査役でありますが、いずれも当社との間に特別の関係はありません。

なお、同氏は取締役 堀越毅一氏の配偶者の弟であります。

・監査役 濱口道雄氏は、ヤマサ醤油株式会社の代表取締役社長でありま

すが、当社との間に特別の関係はありません。

・監査役 渡邊泰彦氏は、大日本塗料株式会社および株式会社小松ストア

ーの社外取締役でありますが、いずれも当社との間に特別の関係はあ

りません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区  分 氏  名 主　な　活　動　の　状　況

監査役 島津久友

当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回に、監査

役会５回のうち全てにそれぞれ出席し、金融機関での豊富な

経験や見識に基づき、適宜発言を行いました。

監査役 濱口道雄

当事業年度に開催された取締役会18回のうち11回に、監査

役会５回のうち３回にそれぞれ出席し、他業界の経営者とし

ての豊富な経験や見識に基づき、適宜発言を行いました。

監査役 渡邊泰彦

当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回に、監査

役会５回のうち全てにそれぞれ出席し、経営全般にわたる豊

富な経験や見識に基づき、適宜発言を行いました。
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ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるとともに、

社外監査役として優秀な人材を迎えることができるよう、会社法第427条

第１項の規定により、現行定款において、社外監査役との間で当社への

損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これに

基づき当社は、社外監査役全員と当該責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償の限度額は会社法第425条第1項に定める最低

責任限度額であります。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因

となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られま

す。

　

(4) 会計監査人の状況

①　名称 至誠監査法人
　

②　報酬等の額

 支    払    額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

35百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうちMarubun Taiwan,Inc.および Marubun/Arrow Asia,Ltd.は、

当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

 
③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合、監査役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。

また、会計監査人による適正な職務の執行が困難と認められる場合、取

締役会は、監査役会の同意を得て、または監査役会の請求に基づき、会計

監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案いたします。
　

④　会計監査人が受けた過去２年間の業務停止の内容

　該当事項はありません。
　
⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

イ．取締役および使用人が法令および定款を遵守し、倫理観をもって活動

するために、各人が取るべき行動の基準を示した「企業行動憲章」お

よび「行動規範」を定めております。

ロ．社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制全般およびコ

ンプライアンス、リスク管理等に関わる基本方針の審議ならびに管理

統轄を行っております。

ハ．コンプライアンスを主管する部署として法務・コンプライアンス室を

設置し、「行動規範」や関係法令に基づく活動が適正に行われるため

の教育・指導を行っております。

ニ．不正・違法・反倫理的行為に関して従業員等が直接報告・相談できる

通報窓口を設置し、「内部通報規程」に基づき運用しております。

ホ．反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当要求・

妨害行為に対しては、警察や弁護士と連携し、毅然とした態度で臨む

こととしております。

ヘ．監査役は、当社の法令遵守体制に問題があると認めるときは、取締役

に対し助言または勧告しております。

ト．内部監査部門として執行部門から独立した監査室を設置しております。

監査室は「内部監査規程」に基づき、内部監査を行い、その結果を社

長に対して報告しております。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

イ．株主総会および取締役会、経営会議等の重要な会議の意思決定に関わ

る記録や「職務権限規程」に基づき各取締役が決裁した文書、その他

取締役の職務執行に係る情報を、「文書管理規程」に基づき適切に保

存、管理し、取締役および監査役が随時閲覧可能な状態を維持してお

ります。

ロ．情報の管理については、「情報セキュリティ管理規程」に基づき適切

に管理し、情報資産を保護しております。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．リスク管理の基礎として「リスク管理規程」を制定し、適切にリスク

を管理するための体制を整備しております。

ロ．経営企画部が全社のリスク管理活動をとりまとめ、個々のリスクにつ

いては、各担当部署において規程やマニュアル等を整備し、運用して
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おります。

ハ．重大なリスクが顕在化したときは、「危機管理規程」に基づき、対策

本部を設置し、損失の拡大を防ぐよう迅速かつ適切に対処することと

しております。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役

会を原則月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、執行

決定しております。

ロ．当社の経営の基本方針および経営戦略に関わる重要事項については、

複数の取締役によって構成される経営会議において審議を行っており

ます。経営会議は原則月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に

開催しております。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」およ

び「職務権限規程」において、それぞれの責任者およびその責任と権

限を定めております。

ニ．年度予算を策定し、取締役会はこれに基づく業績管理を行い、適正か

つ効率的に経営活動を行っております。 

　

⑤　当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

イ．企業集団としての業務の適正を確保するため、グループ全体に適用す

る「企業行動憲章」を定めております。

ロ．グループの内部統制を管理統轄する担当取締役を選任し、改善を推進

しております。

ハ．子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、当社

への決裁・報告制度による管理を行っております。

ニ．各子会社において年度予算を策定し、定期的に予算と実績との差異分

析を行うことにより管理統制を行っております。

ホ．取締役が子会社の法令違反やその他コンプライアンスに関する重要な

事項を発見したときは、直ちに監査役会に報告するものとしておりま

す。

ヘ．監査役は、子会社の監査役と連携し、必要に応じて子会社の業務およ

び財産の状況を調査しております。

ト．当社監査室は、「内部監査規程」に基づき子会社の内部監査を実施し

ております。
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⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制ならびに当該使用人の取

締役からの独立性に関する事項

イ．監査役の職務を補助する組織として監査役会事務局を設置し、監査役

の求めに応じ、その職務を補助する使用人を配置しております。

ロ．監査役会事務局は、監査役がその職務の遂行上必要とする事項につい

て、監査役の指示に従い職務を行っております。

ハ．監査役会事務局に所属する使用人の人事異動、人事評価および懲戒に

ついては予め監査役に相談し、意見を求めております。

　

⑦　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

イ．監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するた

め、取締役会その他重要な会議に出席し、関係文書を閲覧できるもの

としております。

ロ．取締役および使用人は、重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事

実、または会社に著しい損害を及ぼす事実が発生したときまたは発生

する恐れのある事実を発見したときは、直ちに監査役会に報告してお

ります。また、監査役は必要に応じいつでも取締役および使用人に対

し報告を求めることができるものとしております。

ハ．監査室は、実施した内部監査の結果を監査役に報告しております。

　

⑧　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会と代表取締役社長は定期的に意見交換会を開催しております。

また、監査役と監査室および会計監査人は定期的および必要に応じて会

合を持ち、監査の実効性の向上を図っております。

　

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性確保および金融商品取引法に定め

る内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内部

統制管理規程」を定め、内部統制システムを整備し、運用する体制を構

築しております。また、その有効性を定期的に評価し、必要な是正・改

善を行うことで、金融商品取引法およびその他関係法令等との適合性を

確保しております。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　特記すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

リ ー ス 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

リ ー ス 債 権

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

110,554

18,123

66,611

17

22,666

51

1,198

1,917

△31

10,491

4,372

1,480

5

402

2,466

16

1

322

7

314

5,796

1,468

5

46

1,575

1,064

1,636

流 動 負 債 66,163

支払手形及び買掛金 42,506

短 期 借 入 金 18,781

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

1,534

１年内償還予定の社債 48

リ ー ス 債 務 22

未 払 法 人 税 等 326

繰 延 税 金 負 債 0

賞 与 引 当 金 718

そ の 他 2,223

固 定 負 債 18,586

社 債 21

長 期 借 入 金 16,072

リ ー ス 債 務 57

退 職 給 付 引 当 金 1,602

役員退職慰労引当金 492

資 産 除 去 債 務 124

そ の 他 215

負 債 合 計 84,750

純　　資　　産　　の　　部

株 主 資 本 34,517

資 本 金 6,214

資 本 剰 余 金 6,353

利 益 剰 余 金 23,579

自 己 株 式 △1,630

その他の包括利益累計額 △1,269

その他有価証券評価差額金 176

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △64

為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,381

少 数 株 主 持 分 3,047

純 資 産 合 計 36,295

資 産 合 計 121,045 負 債 純 資 産 合 計 121,045

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（ 平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 242,708

売 上 原 価 224,682

売 上 総 利 益 18,025

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,183

営 業 利 益 2,842

営 業 外 収 益 510

受 取 利 息 7

受 取 配 当 金 28

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 65

仕 入 割 引 57

投 資 不 動 産 賃 貸 料 188

雑 収 入 162

営 業 外 費 用 976

支 払 利 息 546

売 上 割 引 120

投 資 不 動 産 賃 貸 費 用 121

雑 損 失 187

経 常 利 益 2,375

特 別 利 益 97

固 定 資 産 売 却 益 19

投 資 有 価 証 券 売 却 益 78

特 別 損 失 66

固 定 資 産 除 売 却 損 39

そ の 他 26

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,407

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 585

法 人 税 等 調 整 額 454

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,367

少 数 株 主 利 益 349

当 期 純 利 益 1,017

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ）

（単位：百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成23年４月１日　残高 6,214 6,353 22,849 △1,630 33,787

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △287  △287

当 期 純 利 益   1,017  1,017

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

    －

連結会計年度中の変動額合計 － － 730 － 730

平成24年３月31日　残高 6,214 6,353 23,579 △1,630 34,517

 

その他の包括利益累計額
少数株主
持　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

平成23年４月１日　残高 216 △129 △1,196 △1,109 2,935 35,613

連結会計年度中の変動額       

剰 余 金 の 配 当      △287

当 期 純 利 益      1,017

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△40 65 △185 △160 111 △48

連結会計年度中の変動額合計 △40 65 △185 △160 111 681

平成24年３月31日　残高 176 △64 △1,381 △1,269 3,047 36,295

 （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

①　連結子会社の数 16社

②　主要な連結子会社の名称　 丸文通商株式会社

丸文情報通信株式会社

丸文セミコン株式会社

丸文ウエスト株式会社

株式会社フォーサイトテクノ

Marubun USA Corporation
Marubun Taiwan, Inc. 
Marubun Semicon (Shanghai) Co., Ltd. 
Marubun Semicon (H.K.) Ltd.
Marubun/Arrow Asia, Ltd. 
Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.
Marubun/Arrow (HK) Ltd. 
Marubun Arrow (Thailand) Co., Ltd. 
Marubun/Arrow (Phils) Inc. 
Marubun/Arrow (Shanghai) Co., Ltd.
Marubun Arrow (M) SDN BHD.

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社数　　　　４社

会社名 Marubun/Arrow USA, LLC.

株式会社北信理化

株式会社池田医療電機

FTS株式会社　

　　上記のうち、FTS株式会社については、当連結会計年度において、当社の子会社である丸

文セミコン株式会社による株式の追加取得に伴い、持分法の適用範囲に含めております。

②　持分法を適用していない関連会社の状況

　　該当事項はありません。

③　持分法適用手続きに関する特記事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事

業年度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社10社の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しておりま

す。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。
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(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券  

 その他有価証券  

・時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．たな卸資産

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定率法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）は定額

法を採用しております。

ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア

 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

ハ．投資その他の資産

　　投資不動産 

 

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）は定額法を採用しております。

ニ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 ③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内

連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。ま

た、在外連結子会社は特定の債権について回収不能見

込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給にあてるため、実際支給見込額を

計上しております。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費

用処理することとしております。
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ニ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社及び国内

連結子会社は、内規による期末要支給額を計上してお

ります。

④　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法  

イ．ヘッジ会計の方法 時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差

額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで資産又

は負債として繰り延べる方法によっております。また、

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、当該予約による円貨額を付しております。なお、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、時

価評価せず、その金銭の受払の純額を当該対象物に係

る利息に加減しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引､

借入金

ハ．ヘッジ方針 主に当社の社内規程である「職務権限規程」、「為替

管理規程」及び「デリバティブ取引運用細則」に基づ

きヘッジ対象に係る為替変動リスク及び金利変動リス

クをヘッジしております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象となる為替予約の通貨種別、期日、金額の

同一性を確認することにより有効性を判定しておりま

す。金利スワップについては、ヘッジ対象との一体処

理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

⑥　のれんの償却の方法及び期間　

　のれんの償却については、その効果の及ぶ合理的な期間で均等償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　

３．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に関する注記　

表示方法の変更

（1）前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「仕入割引」（前

連結会計年度46百万円）は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計

年度より独立掲記することとしました。

（2）前連結会計年度において、「営業外費用」の「雑損失」に含めていた「売上割引」（前

連結会計年度124百万円）及び「投資不動産賃貸費用」（前連結会計年度128百万円）は、

営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することと

しました。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 358百万円

土地 593百万円

投資有価証券 173百万円

投資不動産 841百万円

計 1,966百万円

上記の物件は、支払手形及び買掛金1,454百万円及び短期借入金2,140百万円の担保に供し

ております。

(2）減価償却累計額 　

有形固定資産 4,554百万円

投資その他の資産 　

投資不動産 2,012百万円

(3) 偶発債務

　保証債務

　銀行借入等に対する債務保証

シーメンス・ジャパン株式会社 54百万円

従業員 9百万円

　　　計 63百万円

 (4) 期末日満期手形の会計処理については、当期の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

受取手形 143百万円

支払手形 210百万円

 (5) 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座

貸越契約を締結しております。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 58,181百万円

借入実行残高 10,781百万円

差引額 47,400百万円

 (6) 当社及び連結子会社は、協調融資によるシンジケートローン契約を締結しており、この契

約には次の財務制限条項が付されております。

連結貸借対照表の純資産の部から繰延ヘッジ損益及び少数株主持分を除いた金額を平成

23年３月末の金額の75％の金額以上を維持すること。

　　

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 28,051千株 －千株 －千株 28,051千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,914千株 －千株 －千株 1,914千株
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（3）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会　

普通株式 156百万円 6円
平成23年
３月31日

平成23年
６月30日

平成23年11月４日
取締役会　

普通株式 130百万円 5円
平成23年
９月30日　

平成23年
12月５日　

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成24年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

イ．配当金の金額 182百万円

ロ．１株当たり配当額 ７円

ハ．基準日 平成24年３月31日

ニ．効力発生日 平成24年６月29日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

　

６．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項　

①　金融商品に対する取組方針　

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針です。デリバティブは、外貨建ての営業債権債務に係る為替の

変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引や借入金の金利変動リスクを

回避するために金利スワップを利用し、投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制　

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的又は随時把握する体制としてます。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、四半期毎に時価を把握しています。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

借入金のうち、短期及び長期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。変動金

利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部につ

いては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごと

にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジ

の有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

その判定をもって有効性の評価を省略しています。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行って

おり、また、デリバティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減するために、格付の

高い金融機関とのみ取引を行っています。
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また、資金調達に係る流動性リスクにも晒されていますが、当社グループでは、各社が

月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しています。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「（2）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

（2）金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含

まれておりません。　

　
連結貸借対照
表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1)現金及び預金 18,123 18,123 －

(2)受取手形及び売掛金 66,611 66,611 －

(3)短期貸付金 2 2 0

(4)投資有価証券 1,300 1,300 －

(5)長期貸付金 5 5 0

　資産計 86,044 86,045 0

(1)支払手形及び買掛金 42,506 42,506 －

(2)短期借入金 18,781 18,781 －

(3)１年内返済予定の長期借入金 1,534 1,535 1

(4)１年内償還予定の社債 48 48 －

(5)リース債務（流動負債） 22 22 －

(6)社債 21 21 －

(7)長期借入金 16,072 16,046 △25

(8)リース債務（固定負債） 57 57 －

　負債計 79,045 79,021 △24

　デリバティブ取引(＊) (109) (109) －

　(＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（　）で示しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3)短期貸付金、(5)長期貸付金

　当社では、短期及び長期貸付金は元利金の合計額を長期プライムレートに与信管理上

の信用スプレッドを上乗せした利率で、現在価値を割引いて算定しています。

(4)投資有価証券　

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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負　債

(1)支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金、(5)リース債務（流動負債）、(6)社債、

(7)長期借入金、(8)リース債務（固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(4)１年内償還予定の社債

　これらの時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引

(1)ヘッジ会計が適用されていないもの

　通貨関連

区分 種類

当連結会計年度（平成24年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

米ドル 660 － 657 △3

売建 　 　 　 　

米ドル 82 － 85 △2

合計 743 － 742 △6

注１. 時価の算定方法

  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．時価の算定方法

契約額等から評価損益を差し引いた価格を記載しております。

(2)ヘッジ会計が適用されているもの

①通貨関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 ヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年３月31日)

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引 　    
　買建

買掛金

   
　 米ドル　　 193 － 202

　 ユーロ　　 453 31 459

　 英ポンド　 236 － 240

　売建　　
売掛金

　 　 　

　 米ドル　　 2,421 － 2,507
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ヘッジ会計の
方法

取引の種類 ヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年３月31日)

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の

振当処理

為替予約取引 　    
　買建

買掛金

   
　 米ドル　　 16 － 16

　 ユーロ　　 98 － 101

　売建　　
売掛金

　 　 　

　 米ドル　　 6,616 － 6,967

合計 10,034 31 10,495

注１．時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。　

２．時価の算定方法

契約額等から評価損益を差し引いた価格を記載しております。　

②金利関連

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 ヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年３月31日)

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
金利スワップ取引 　    
　変動受取・固定
支払　　

借入金 5,000 － △36

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引 　    
　変動受取・固定
支払　　

借入金 12,000 10,500 △44

合計 17,000 10,500 △80

注１．時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。　

２．時価の算定方法

契約額等から評価損益を差し引いた価格を記載しております。　

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 72

関連会社株式 95

合計 168

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「（4）投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

種類
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

現金及び預金 18,123 －

受取手形及び売掛金 66,611 －

短期貸付金 2 －

投資有価証券 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの － －

長期貸付金 － 5

合計 84,737 5

　

４. 社債、新株予約権付社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

種類
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

社債 48 21 － － －

長期借入金 1,534 34 15,034 1,002 －

リース債務 22 22 15 13 6

　

７．賃貸等不動産に関する注記

(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有してお
ります。平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は67百万円（賃貸収益は営
業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

(2）賃貸不動産の時価等に関する事項

　当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりで
あります。

連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度末の
時 価 （ 百 万 円 ）

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,116　 △51　 1,064　 1,774　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却（51百万円）であります。
３．当連結会計年度末の時価は、主として「路線価」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。　
　
８．１株当たり情報に関する注記
(1）１株当たり純資産額 1,272円8銭
(2）１株当たり当期純利益金額 38円 94銭
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なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。
　

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

　
１０．その他の注記

（1）企業結合等関係

　事業の譲受け

当社の100％子会社の丸文セミコン株式会社と株式会社UKCホールディングスの子会社で

ある株式会社ユニーデバイスからのサムスン電子製品の販売に関する事業を譲受けにつ

きまして、平成23年７月１日に事業の譲受けが完了いたしました。

取得による企業結合の概要は、次のとおりであります。

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ユニーデバイス　

事業の内容　　　　サムスン電子製半導体・電子部品の販売事業

（2）企業結合を行った理由

国内半導体業界における競争が激化する中、当社デバイス事業のサムスン電子製品の販

売をさらに強化するため。

（3）企業結合日

平成23年７月１日

（4）企業結合の法的形式

事業譲受

（5）結合後企業の名称　

変更ありません。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

平成23年７月1日から平成24年３月31日

３．被取得企業の取得原価及びその内訳　

取得の対価（現金）5,777百万円

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 5,754百万円

固定資産 22百万円

資産合計 5,777百万円

５．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度

の連結損益計算書に及ぼす影響額

当該事業譲受による影響の範囲が不明確であり、概算額の算定が困難であるため、試算

しておりません。
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（2）追加情報

①　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号　平成21年12月４日）を適用しております。　

②　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日

に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興

特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.0％から平成24年４月１日に開始する連結会計

年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては、35.0％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が175

百万円、その他有価証券評価差額金が18百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が190百万

円、繰延ヘッジ損益が2百万円それぞれ増加しております。
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貸　借　対　照　表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

特 許 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

57,779

11,177

983

30,992

12,052

1,105

70

1,028

376

△7

10,954

3,241

1,103

30

0

2

325

1,777

1

334

7

2

0

201

122

7,377

979

3,180

5

36

1,523

1,064

588

流 動 負 債 24,225

支 払 手 形 258

買 掛 金 17,442

短 期 借 入 金 4,550

リ ー ス 債 務 1

未 払 金 314

未 払 費 用 248

未 払 法 人 税 等 17

未 払 事 業 所 税 17

未 払 消 費 税 等 138

前 受 金 345

預 り 金 331

賞 与 引 当 金 502

そ の 他 56

固 定 負 債 18,102

長 期 借 入 金 16,000

リ ー ス 債 務 0

退 職 給 付 引 当 金 1,440

役員退職慰労引当金 363

資 産 除 去 債 務 92

預 り 保 証 金 204

負 債 合 計 42,327

純　　資　　産　　の　　部

株 主 資 本 26,320

資 本 金 6,214

資 本 剰 余 金 6,353

資 本 準 備 金 6,351

そ の 他 資 本 剰 余 金 2

利 益 剰 余 金 15,382

利 益 準 備 金 1,553

そ の 他 利 益 剰 余 金 13,828

買換資産圧縮記帳積立金 435

繰 越 利 益 剰 余 金 13,393

自 己 株 式 △1,630

評 価 ・ 換 算 差 額 等 85

その他有価証券評価差額金 96

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △10

純 資 産 合 計 26,405

資 産 合 計 68,733 負 債 純 資 産 合 計 68,733

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（ 平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 117,354

売 上 原 価 106,431

売 上 総 利 益 10,923

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,073

営 業 利 益 850

営 業 外 収 益 668

受 取 利 息 88

有 価 証 券 利 息 0

受 取 配 当 金 249

投 資 不 動 産 賃 貸 料 188

固 定 資 産 賃 貸 料 76

雑 収 入 64

営 業 外 費 用 781

支 払 利 息 430

売 上 割 引 118

投 資 不 動 産 賃 貸 費 用 121

為 替 差 損 24

雑 損 失 86

経 常 利 益 737

特 別 利 益 97

固 定 資 産 売 却 益 19

投 資 有 価 証 券 売 却 益 78

特 別 損 失 37

固 定 資 産 除 却 損 36

そ の 他 1

税 引 前 当 期 純 利 益 796

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 25

法 人 税 等 調 整 額 339

当 期 純 利 益 431

（注）　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ）

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資　本

準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

買換資産
圧縮記帳
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成23年４月１日　残高 6,214 6,351 2 6,353 1,553 439 13,244 15,237 △1,630 26,175

事業年度中の変動額           

買換資産圧縮記帳
積 立 金 の 取 崩

              △4 4 －  －

剰余金の配当       △287 △287  △287

当 期 純 利 益       431 431  431

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

         －

事業年度中の変動額合計 － － － － － △4 148 144 － 144

平成24年３月31日　残高 6,214 6,351 2 6,353 1,553 435 13,393 15,382 △1,630 26,320

 評価・換算差額等

純資産合計
 その他有価証券

評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算
差額等合計

平成23年４月１日　残高 144 △63 81 26,257

事業年度中の変動額     

買換資産圧縮記帳
積 立 金 の 取 崩

   －

剰余金の配当    △287

当 期 純 利 益             431

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△48 52 3 3

事業年度中の変動額合計 △48 52 3 148

平成24年３月31日　残高 96 △10 85 26,405

 （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

ⅰ．時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

ⅱ．時価のないもの 移動平均法による原価法

②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産は除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）は定額法を採用しておりま

す。

②　無形固定資産

イ．自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

ロ．その他の無形固定資産 定額法

③　投資その他の資産

　投資不動産 定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）は定額法を採用しておりま

す。

④　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナ

ンス･リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給にあてるため、実際支給見込額を

計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は発生の翌事業年度に一括費用処理

することとしております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期

末要支給額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差

額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで資産又

は負債として繰り延べる方法によっております。また、

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、当該予約による円貨額を付しております。なお、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、時

価評価せず、その金銭の受払の純額を当該対象物に係

る利息に加減しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引､

借入金

③　ヘッジ方針 主に当社の社内規程である「職務権限規程」、「為替

管理規程」及び「デリバティブ取引運用細則」に基づ

きヘッジ対象に係る為替変動リスク及び金利変動リス

クをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象となる為替予約の通貨種別、期日、金額の

同一性を確認することにより有効性を判定しておりま

す。金利スワップについては、ヘッジ対象との一体処

理を採用しているため、ヘッジ有効性の判定は省略し

ております。
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(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(7) 表示方法の変更

貸借対照表

①　前事業年度において、独立掲記していた「無形固定資産」の「電話加入権」（前事

業年度27百万円）は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含め

て表示しております。

②　前事業年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「差入保証金」（前

事業年度271百万円）は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含

めて表示しております。

③　前事業年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「保険掛金」（前

事業年度273百万円）は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含

めて表示しております。

　

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る負債

担保に供している資産 

建物 358百万円

土地 593百万円

投資有価証券 116百万円

投資不動産 841百万円

計 1,910百万円

担保に供している資産には担保に係る債務の他、子会社の仕入債務（500百万円）も含まれ

ております。

担保に係る債務

短期借入金 2,140百万円

(2) 減価償却累計額　

有形固定資産

投資その他の資産

　　　投資不動産

3,620百万円

　

2,012百万円

(3) 偶発債務　

保証債務

銀行借入等に対する債務保証

丸文通商株式会社 500百万円

丸文ウエスト株式会社 495百万円

丸文セミコン株式会社 8,000百万円

Marubun/Arrow (HK) Ltd. 1,864百万円

Marubun/Arrow (Phils) Inc. 164百万円

Marubun Semicon (H.K.) Ltd. 123百万円

従業員 5百万円

計 11,152百万円
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(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 　

売掛金 1,220百万円

その他 78百万円

②　短期金銭債務 　

買掛金 266百万円

未払金 34百万円

未払費用 109百万円

その他 0百万円

(5) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、当期の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

受取手形 86百万円

支払手形 0百万円

(6) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 42,400百万円

借入実行残高 4,550百万円

差引額 37,850百万円

(7) 当社は、協調融資によるシンジケートローン契約を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されております。

連結貸借対照表の純資産の部から繰延ヘッジ損益及び少数株主持分を除いた金額を平成

23年３月末の金額の75％の金額以上を維持すること。
　

４．損益計算書に関する注記

（1）期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、在庫評価損が、売上原価に

9百万円含まれております。

（2）関係会社との取引高

①　売上高 10,594百万円

②　仕入高 3,573百万円

③　販売費及び一般管理費 680百万円

④　営業取引以外の取引高 385百万円

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

発 行 済 株 式
　 普 通 株 式

28,051千株 －千株 －千株 28,051千株

自 己 株 式
　 普 通 株 式

1,914千株 －千株 －千株 1,914千株

（2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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６．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 （単位：百万円）

繰延税金資産 　

繰越欠損金 1,721

退職給付引当金 504

在庫評価損 236

賞与引当金 190

ソフトウエア 108

役員退職慰労引当金 135

その他 165

繰延税金資産小計 3,062

評価性引当金　 △145

繰延税金資産合計　 2,917

繰延税金負債 　

買換資産圧縮記帳積立金 △254

その他有価証券評価差額金 △77

その他 △34

繰延税金負債合計 △366

繰延税金資産の純額 2,551

　

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日

に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別

法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は従来の40.0％から平成24年４月１日に開始する事業年度から

平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平

成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.0％と

なります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が149

百万円、その他有価証券評価差額金が11百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が160百万

円、繰延ヘッジ損益が0百万円それぞれ増加しております。
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

（1）ファイナンス･リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

有形固定資産

工具器具及び備品であります。

リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針に係る事項に関する注記「（2）固定資産の減価償却の方法」に記載のと

おりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額
相 当 額

期 末 残 高 相 当 額

工具器具及び備品 8百万円 8百万円 0百万円

合 計 8百万円 8百万円 0百万円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

　子会社

　 　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

会 社 等 の 名 称
資 本 金 又
は 出 資 金

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

丸文セミコン
株 式 会 社

1,300 卸 売 業
(所有)　
直接100.0

兼任
４名

 －
資金の貸付

利息の受取

4,680

87

関係会社短期貸付金

その他(流動資産)

－

－

取引条件及び取引条件の決定方針　

　(注）資金の貸付については、貸付金利は市場金利を勘案して決定しております。

　

９．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 1,010円31銭

（2）１株当たり当期純利益金額 16円52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

１０．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　

１１．連結配当規制適用会社に関する注記

　該当事項はありません。

　

１２．その他の注記

追加情報

　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　

平成21年12月４日）を適用しております。　
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月14日 

 丸文株式会社  

 取締役会　御中  

　 　 　

 至誠監査法人  

　 　 　

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 村 智 明 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡 部 光 彦  

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、丸文株式会社の平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表について監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ

には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ

に基づき監査を実施することを求めている。

 



2012/05/28 10:50:57 ／ 11811789_丸文株式会社_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 44 －

 　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい

て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社か

らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　　上　
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月14日 

 丸文株式会社  

 取締役会　御中  

　 　 　

 至誠監査法人  

　 　 　

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 村 智 明 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡 部 光 彦  

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、丸文株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第65期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた

めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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 　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計

算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　　上　
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第65期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び監査室その他の使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役、監査室及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施
しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。
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 ２． 監査の結果

（１） 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

（３） 連結計算書類の監査結果

会計監査人至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

 

 平成24年５月18日  

 丸  文  株  式  会  社 　 監 査 役 会  

 

常勤監査役 岩 谷 雅 夫 

常勤監査役 丸 川 　 章 

監 査 役 島 津 久 友 

監 査 役 濱 口 道 雄 

監 査 役 渡 邊 泰 彦 

（注）監査役 島津久友、監査役 濱口道雄及び監査役 渡邊泰彦は、会社法第

２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

　　　　

 

以　上
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株主総会参考書類
 

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への継続的な利益還元を基本としたうえで、業績に

応じより積極的に利益還元を行うよう業績連動型の配当方式を採用し、配

当性向を重視して決定しております。配当額は、連結ベースでの配当性向

25％以上もしくは単体での配当性向30％以上のいずれか多い方を目安とし

て決定していく方針であります。

　このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおり

といたしたいと存じます。

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）配当財産の割当てに関する事項およびその総額　

当社普通株式１株につき金７円　総額は182,954,471円　

　なお、中間配当金を含めました当期の年間配当金は、普通株式

１株につき12円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日　

平成24年６月29日といたします。
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取締役選任議案

－ 50 －

第２号議案　取締役２名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役 岩元一明、髙島　哲、望月稔之および相原修二

の各氏は任期満了となります。つきましては、取締役２名の選任をお願いするも

のであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

　氏
り

　　
が

　名
な

　
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
いわ

岩
もと

元
かず

一
あき

明
(昭和29年７月26日生)

平成15年７月　㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京UFJ

銀行）理事

平成18年６月　当社取締役

平成19年４月　当社常務取締役、

管理本部長（現任）

平成22年１月　当社管理担当、国内関係会社および

Marubun Taiwan,Inc.担当

平成22年４月　当社専務取締役

平成23年４月　当社安全保障輸出管理担当（現任）

平成23年６月　当社代表取締役専務取締役（現任）

平成24年４月　当社関係会社管理担当（現任）　

13,000株

２

あい

相
はら

原
しゅう

修
じ

二
(昭和30年６月13日生)

平成12年２月　㈱日製エレクトロニクス（現㈱日立

ハイテクソリューションズ）情報機

器部長

平成13年８月　当社デバイス海外事業推進室専門部

長

平成18年８月　当社デバイス第２事業部第３本部長

平成20年４月　丸文セミコン㈱代表取締役社長（現

任）

平成20年６月　当社取締役（現任）

5,200株

（注）１．相原修二氏は、丸文セミコン㈱の代表取締役社長を兼務しており、同社は電子部品等

の販売において当社との間に売買取引があります。　

２．上記以外の各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．現任取締役の当社における担当および重要な兼職の状況は、事業報告12頁、13頁に記

載のとおりであります。　
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役員退職慰労金贈呈議案

－ 51 －

第３号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　平成24年３月31日をもって辞任により退任されました取締役 堀越毅一氏、本総

会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役 髙島　哲、望月稔之の両

氏、および執行役員制度導入に伴い本総会終結の時をもって辞任により退任され

ます取締役 小野澤隆、加藤正日出、越野智明、清水裕司、細川尚男および堀越裕

史の各氏ならびに本総会終結の時をもって任期満了により退任されます監査役

岩谷雅夫氏に対し、それぞれ在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基

準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締

役会に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

　各氏の略歴は、次のとおりであります。
ふ

　 氏
り

　 　
が

　 名
な

　 略 歴

ほり

堀
こし

越
き

毅
いち

一

昭和43年３月　当社取締役

昭和57年６月　当社常務取締役

昭和60年４月　当社専務取締役

昭和62年５月　当社代表取締役社長

平成15年４月　当社代表取締役会長

平成22年１月　当社取締役相談役

平成24年３月　辞任により退任　

たか

髙
しま

島 　
てつ

哲 平成20年６月　当社取締役（現任）　

もち

望
づき

月
とし

稔
ゆき

之 平成18年６月　当社取締役（現任）　

お

小
の

野
ざわ

澤 　 　 　
たかし

隆 平成23年６月　当社取締役（現任）　

か

加 　
とう

藤 　
まさ

正
ひ

日
で

出 平成19年６月　当社取締役（現任）　

こし

越
の

野
とも

智
あき

明 平成23年６月　当社取締役（現任）　

しみ

清
ず

水
ひろ

裕
し

司 平成23年６月　当社取締役（現任）　

ほそ

細
かわ

川
ひさ

尚
お

男 平成17年６月　当社取締役（現任）　

ほり

堀
こし

越
ひろ

裕
し

史 平成23年６月　当社取締役（現任）　

いわ

岩
たに

谷
まさ

雅
お

夫 平成20年６月　当社常勤監査役（現任）　

以　上
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地図

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会場　東京都中央区日本橋大伝馬町８番１号

当社４階　会議室

電話　03‐3639‐9801（代表）

　

〒

都
営
新
宿
線

三菱東京
ＵＦＪ銀行

ＪＲ総武快速線

江戸通り

入口

丸文（株）

至秋葉原

至新日本橋

至人形町

至岩本町

至浜町

三井
住友
銀行

大安楽寺

ＪＴＢ さわやか
信用金庫

滋賀銀行

①出口三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行

みずほ
銀行

至
錦
糸
町

Ａ1
出口

Ａ2出口

ＮＢ日本橋
ビル

東横イン

小
伝
馬
町
駅

JR馬喰町駅

馬
喰
横
山
駅

東京メトロ
日比谷線

４ ２

１３

　

■交通のご案内 　 　

東京メトロ日比谷線 小伝馬町駅 　１番出口より徒歩２分

ＪＲ総武快速線 馬 喰 町 駅 　①出口より徒歩６分

都 営 新 宿 線 馬喰横山駅 　Ａ１またはＡ２出口

　より徒歩６分

（お知らせ）会場には駐車場設備がございません。誠に申し訳ござい

ませんが、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

　

　　

　

　 　


	第65回定時株主総会招集ご通知
	１．企業集団の現況
	(1) 当連結会計年度の事業の状況
	(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況
	(3) 重要な親会社および子会社の状況
	(4) 対処すべき課題
	(5) 主要な事業内容
	(6) 主要な事業所
	(7) 使用人の状況
	(8) 主要な借入先の状況
	(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

	２．会社の現況
	(1) 株式の状況
	(2) 新株予約権等の状況
	(3) 会社役員の状況
	(4) 会計監査人の状況
	(5) 業務の適正を確保するための体制
	(6) 会社の支配に関する基本方針

	連 結 貸 借 対 照 表
	連 結 損 益 計 算 書
	連結株主資本等変動計算書
	連結注記表
	貸　借　対　照　表
	損　益　計　算　書
	株主資本等変動計算書
	個別注記表
	連結計算書類に係る会計監査報告
	計算書類に係る会計監査報告
	監査役会の監査報告
	株主総会参考書類
	第１号議案　剰余金の処分の件
	第２号議案　取締役２名選任の件
	第３号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

	株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図



